
再評価結果（平成２４年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課
担当課長名：三浦 真紀

事業 事業 国土交通省
事業名 一般国道４５号 三陸沿岸道路 一般国道

区分 主体 東北地方整備局
（南 三 陸道路）

みなみさんりく

自：宮城県本吉郡南 三 陸 町志津川字小森
もとよしぐんみなみさんりくちょうし づ が わあざこ も り

起終点 延長 ７．２ｋｍ
至：宮城県本吉郡南 三 陸 町歌津字白山

もとよしぐんみなみさんりくちょうう た つあざしらやま

事業概要

南 三 陸 町は、東北地方太平洋沖地震（H23.3.11）により、壊滅的な被害を受け、唯一の幹線道路であ
みなみさんりくちょう

る国道45号は、津波災害により、道路が寸断された地域である。

南 三 陸道路は、津波浸水区域を回避する緊急輸送道路として機能し、三陸沿岸地域の南北軸の幹線交
みなみさんりく

通を担うとともに、高次医療機関への速達性向上等、住民の安心安全を確保するものである。
また、三陸沿岸地域の交流・連携を促進する三陸縦貫自動車道の一部を構成する延長7.2kmの自動車専

用道路である。

Ｈ２０年度事業化 ― Ｈ２３年度用地着手 Ｈ２３年度工事着手
全体事業費 ２３８億円 事業進捗率 ４％ 供用済延長 ０．０km
計画交通量 ７，７００台／日

Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)／(事業全体) 総便益 (残事業)／(事業全体) 基準年
費用対効果 (事業全体)１．３ ２０９億円／２１８億円 ２９３億円／２９３億円
分析結果 事 業 費 ：１８７億円／１９６億円 走行時間短縮便益：２２１億円／２２１億円 平成２３年

(残 事 業)１．４ 維持管理費 ： ２２億円／ ２２億円 走行経費減少便益： ４４億円／ ４４億円
交通事故減少便益： ２８億円／ ２８億円

感度分析の結果
【全体事業】交 通 量 変 動 ：B/C=1.5～1.2(交通量 ±10%)【残事業】B/C=1.5～1.3(交通量 ±10%)

事 業 費 変 動 ：B/C=1.2～1.5(事業費 ±10%) B/C=1.3～1.5(事業費 ±10%)
事業期間変動 ：B/C=1.2～1.4(事業期間±20%) B/C=1.3～1.5(事業期間±20%)

事業の効果等
・安全で安心できる暮らしの確保

（石巻赤十字病院(3次救急医療施設)へのアクセス性向上が見込まれる）
・災害への備え

（津波浸水区域(東日本大震災)を回避するルートを形成し、災害時のリダンダンシーを確保する）
他１２項目に該当

関係する地方公共団体等の意見
○宮城県知事の意見

事業の継続実施に異議はありません。
なお、当該道路は今回の震災において、「命の道」として大変重要な役割を果たし、その必要性・重

要性が改めて認識されたところですので、より一層の整備促進を求めますとともに、震災に伴う本県の
災害関連費用負担が大幅に増加していることから、一層のコスト縮減を図るなど、事業促進に係る費用
負担軽減について特段の配慮をお願いします。

○以下の団体等から南三陸道路の整備促進について要望あり
・南三陸町三陸縦貫自動車道整備促進期成同盟会（南三陸町長）
・三陸縦貫自動車道・アクセス道路建設促進期成同盟会（石巻市長、女川町長）
・気仙沼・本吉地方三陸縦貫自動車道事業化促進連絡協議会（気仙沼市長、南三陸町長）
・気仙沼・本吉地方リアス・ハイウェイ女性の集い委員会（南三陸町婦人団体連絡協議会、他12団体）
・三陸沿岸圏商工団体連絡会議（気仙沼商工会議所会頭）

事業評価監視委員会の意見
対応方針（原案）どおり「継続」が妥当である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・南三陸町は、東北地方太平洋沖地震の津波により甚大な被害を受けた地域であるが、当該事業の目的

である「津波浸水区域の回避」、「災害時におけるリダンダンシーの確保」、「広域的な交流・連携の
促進」による地域住民の安心安全を確保する点については、事業採択時より変わるものではない。

事業の進捗状況、残事業の内容等
・事業進捗率４％（うち用地進捗率１０％）



事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・当該事業の用地取得にあたっては、東北地方太平洋沖地震の津波による被災者（避難者、行方不明者

等）が多数存在することから、南三陸町の協力の下、避難先の確認、戸籍等の収集を行いながら協議
を進めていく。

施設の構造や工法の変更等
○新技術の活用によるコスト縮減を図る。
・トンネル内のコンクリート舗装をスリップフォーム工法によるコスト縮減。
・耐候性鋼橋梁の採用による維持管理費のコスト縮減。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。


